
 

10 
 

Ⅰ．調査目的・背景 

 

平成 25 年４月 19 日の経済界との意見交換会において、安倍内閣総理大臣から経済界に

対して、平成 27 年度卒業・修了予定者から就職・採用活動開始時期を変更し、政府として

関連する支援策に取り組む旨の要請が行われた。その後、同年４月 22 日に開催された経済

財政諮問会議において、総理要請を具体化するため、「我が国の人材育成強化に関する対

応方針（大学生等の就職・採用活動問題を中心に）」（内閣府・文部科学省・厚生労働省・

経済産業省）を発表した。 

これを踏まえつつ、「若者・女性活躍推進フォーラム」（事務局：内閣官房・内閣府）

において検討が続けられ、「我が国の若者・女性の活躍推進のための提言」（平成 25 年５

月 19 日）が取りまとめられた。 

そして、「日本再興戦略」（平成 25 年６月 14 日閣議決定）において、「若者・女性活

躍推進フォーラム」の提言内容を踏まえ、就職・採用活動開始時期変更の円滑な実施に向

けた取組を行うこととされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このため、政府として、①就職・採用活動開始時期変更の学生に対する認知度を把握し、

アンケート調査依頼を通じた一層の周知徹底を図ること、②平成 27年３月から開始される、

総理要請に基づく就職・採用活動時期の更なる後ろ倒しに向けた大学生等の就職活動に対

する意識等を確実に把握するとともに、後ろ倒し前後の学生の比較を通じ、関連する支援

策の推進や改善に役立てていくことを目的として、内閣府において委託調査を実施するこ

とした。 

＜参考＞ 

○「日本再興戦略（平成 25 年６月 14 日閣議決定）」【抜粋】 

第Ⅱ．３つのアクションプラン 

一．日本産業再興プラン ～ヒト・モノ・カネを活性化する～ 

２．雇用制度改革・人材力の強化 

⑤若者・高齢者等の活躍推進 

全ての人が意欲さえあれば活躍できるような「全員参加の社会」の構築を目指

す。特に、我が国の将来を担う若者全てがその能力を存分に伸ばし、世界に勝てる

若者を育てることが重要であり、若者・女性活躍推進フォーラムの提言を踏まえつ

つ、成長の原動力としての若者の活躍を促進する。 

○若者の活躍推進（抄） 

・学修時間の確保、留学等促進のための、2015 年度卒業・修了予定者からの就

職・採用活動開始時期変更（広報活動は卒業・修了年度に入る直前の３月１日以

降に開始し、その後の採用選考活動については、卒業・修了年度の８月１日以降

に開始）について、中小企業の魅力発信等、円滑な実施に向けた取組を行う。 
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本調査結果は関係省庁に共有し、平成 27 年３月から開始される就職・採用活動時期変更

の円滑な実現に向けた関連施策の平成 27 年度以降の推進や改善、及び今後の動向予測に当

たっての参考とする。 

 

 

 


